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教員活動評価（平成 19 年度試行評価）の結果について 

 
平成 20 年 3 月 17 日 
全学教員活動評価委員会 

  
  東京農工大学では「大学憲章」に掲げる基本理念を達成するため、教員の業績を多面

的かつ適切に評価するとともに学内外への説明責任を果たすこと等を目的として、平成

18 年度実績に基づき、平成 19 年度「教員活動評価」を実施いたしました。 

  実施の目的は、以下の 4点があげられます。 

・教育・研究・社会貢献・業務運営など諸活動の活性化促し、教育・研究の質の向上

を図ること。 

・教育研究の向上を図るための改善システムの一環として活用し、大学運営全体の改

善を図ること。 

・教員の序列化は目的とせず、その業績を多面的かつ適切に評価し、待遇面等に反映

させること。 

・学内（学生、職員等）そして学外への説明責任を果たすこと。 

  実施に際しては、全学的な実施要項及び実施基準を定め、各部局等が必要とする場合

は、本基準に基づき、部局等の個性及び特色等により、各部局等の実施基準を規定でき

るよう配慮しました。 

  また、教員及び事務職員への負担を軽減するために既存の教職員活動ＤＢをカスタマ

イズして、新規構築の『教員活動評価システム』にデータが使用出来るようにいたしま

した。 

 

  今回の試行は、平成 18 年 12 月 20 日開催の教育研究評議会で制定された「国立大学法

人東京農工大学教員活動評価実施要項」に基づいて実施しました。 

  実施方法は、各教員が平成 18 年度～平成 20 年度までの 3 年間分の「教育研究等計画

書」を｢教育｣、｢研究｣、｢社会貢献・国際交流｣及び｢管理運営｣の 4 領域に分類し、各領

域における諸活動について計画（期待指標値）を設定し、当該年度の活動実績を各教員

が教員活動ＤＢ入力することにより、１年目終了時には「自己評価報告書（年次評価）」

にデータが転記され作成されます。各教員は、内容の確認と評価項目以外の強調すべき

活動等を特記事項として記載することが出来ます。 

  各部局等において、学科長又は部局が選出した評価担当者が、各教員の「教育研究等

計画書」と「自己評価報告書（年次評価）」に基づいて評価を行ったのち部局長等が部局

としての最終的な評価を行いました。 

 

試行結果の主な状況は、以下のとおりです。 

 

１．評価の実施体制、実施方法等 

試行評価は、下記の全部局等において専任の教員を対象に実施された。 

・工学府（工学部、工学部附属繊維博物館を含む）、農学府（農学部、連合農学研究科、

農学部附属広域都市圏フィールドサイエンス教育研究センター、農学部附属家畜病

院、農学部附属硬蛋白質利用研究施設を含む）、生物システム応用科学府、技術経営

研究科、大学教育センター、産官学連携・知的財産センター、保健管理センター、

遺伝子実験施設、機器分析センター、留学生センター、総合情報メディアセンター 
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２．評価の実施状況 

全部局等において、ほぼ全教員の評価が実施された。 

なお、一部教員について評価を実施しなかった主な理由は以下のとおりである。 

・ 18 年度中途採用者 

・ 休職中 

  「自己評価報告書（年次評価）」が未提出の者は「０評価」とした。 

 

３．評価結果の概要 

試行の評価結果は、ほとんど「適切な業績：Ｂ」と「優れた業績：Ａ」に集中してい

た。「非常に優れた業績：Ｓ」及び「改善を必要：Ｃ」については、全教員の数パーセン

ト程度であった。 

（参考） 

                     評価基準 

Ｓ 期待水準を大きく上回り、非常に優れた業績をあげている。 

Ａ 期待水準を上回り、優れた業績をあげている。 

Ｂ 期待水準に達しており、適切な業績をあげている。 

Ｃ 期待水準に達しておらず、改善を必要とする。 

 

４．試行の実施結果を踏まえた改善等 

① 部局間の評価基準をある程度一定にするために客観的な基準を検討する。 

② 評価結果の人事考査としての活用方法を次期中期計画・中期目標に盛り込む事とし

た。 

③ 施設長・センター長の評価は学長が最終判断を行う。 

④ 部局等で評価者を選出する場合の留意事項を定める。 

⑤ 年次評価、総合評価共に評価方法の見直しを行う。 

⑥ 評価項目等の見直しを行う。 

⑦ 評価の段階を以下のとおり４段階から５段階に変更する。 

 

 評語                     評価基準 

ＳＳ 期待を大きく上回り、非常に優れた業績をあげている。 

Ｓ 期待を上回る優れた業績をあげている。 

Ａ 期待どおりの業績をあげている。 

Ｂ 一部期待に満たない業績がある。 

Ｃ 期待どおりの業績をあげていない。 

 

 

「教員活動評価」は、平成 18 年度～平成 20 年度までの 3 年間試行を実施し、学内の意

見等をもとに更に検討を進め、平成 21 年度（計画書作成は平成 20 年度）から正式に実施

する予定です。 

 

 

※ 参考：教員活動評価の案内 

  http://www.tuat.ac.jp/outline/kei_hyou/hyouka/k_hyou.htm 


